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平成 ４年 ３月 神戸大学医学部卒業

平成 ４年 ４月 厚生省入省（保健医療局精神保健課）

平成 ６年 ５月 秋田県福祉保健部保健衛生課主査

平成 ８年 ４月 厚生省児童家庭局母子保健課主査

平成 ９年 ７月 厚生省保健医療局国立病院部経営指導課課長補佐

平成１１年１０月 厚生省大臣官房厚生科学課課長補佐

平成１２年 ４月 厚生省大臣官房政策課課長補佐

平成１３年 １月 厚生労働省政策統括官付政策評価官室室長補佐

平成１３年 ７月 山口県健康福祉部健康増進課長

平成１６年 ７月 厚生労働省健康局結核感染症課課長補佐

平成１７年１１月 厚生労働省大臣官房厚生科学課課長補佐

平成１８年 ４月 厚生労働省関東信越厚生局健康福祉部医事課長

平成１９年 ４月 厚生労働省健康局総務課地域保健室・保健指導室室長補佐

平成２０年 ４月 厚生労働省健康局総務課がん対策推進室長
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がんの統計
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がんは死亡原因の第１位がんは死亡原因の第１位
がん死亡者数がん死亡者数 3333万万6,4686,468件件(2007(2007年年))

「日本人の「日本人の33人に人に11人が、がんで死亡」人が、がんで死亡」

がんの生涯リスクは男性がんの生涯リスクは男性4949％、女性％、女性3737％％

「日本人男性の「日本人男性の22人に人に11人、女性の人、女性の33人に人に11人が人が
がんになる」がんになる」

継続的な医療を受けているがん患者は継続的な医療を受けているがん患者は142142万人万人

がんの統計
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平成１７年 患者調査（平成１７年１０月） 悪性新生物・患者数
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がんの死亡数、年齢調整罹患率、死亡率の経年変動
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調整死亡率

死亡率減少への寄与：
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子宮頸がん、胃がんの減少
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主要ながんの年齢調整罹患・死亡率の変動
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がんの5年生存率
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前立腺がん

白血病

がんの統計’07（2007）

（％）

7府県の地域がん登録のデータによる（宮城、山形、新潟、福井、大阪、鳥取、長崎）
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がん対策総論
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政府におけるがん対策の主なあゆみ

• 昭和37年 国立がんセンター 設置

• 昭和56年 悪性新生物が死亡原因の第１位となる

• 昭和59年 対がん10ヵ年総合戦略 （～平成5年）

• 平成 6年 がん克服新10ヵ年戦略 （～平成15年）

• 平成16年 第３次対がん10ヵ年総合戦略 （～平成25年）

• 平成17年5月 がん対策推進本部 設置 （厚生労働省）

• 平成18年4月 がん対策推進室 設置 （厚生労働省健康局）

• 平成18年6月 がん対策基本法 成立

• 平成18年10月がん対策情報センター開設
• 平成19年4月 がん対策基本法 施行

がん対策推進協議会 設置

• 平成19年6月 がん対策推進基本計画 策定（閣議決定）
11

国

民

○ がん予防の推進

○ がん検診の質の向上等

がん予防及び早期発見の推進

○ 専門的な知識及び技能を有する医師

その他の医療従事者の育成

○ 医療機関の整備等

○ がん患者の療養生活の質の維持向上

○ がん医療に関する情報の収集提供

体制の整備等

がん医療の均てん化の促進等

○ がんに関する研究の促進

○ 研究成果の活用

○ 医薬品及び医療機器の早期承認に

資する治験の促進

○ 臨床研究に係る環境整備

研究の推進等

がん対策基本法

がん対策を総合的かつ計画的に推進

が
ん
対
策
推
進
協
議
会

地方公共団体地方公共団体

連携

がん対策推進基本計画がん対策推進基本計画

閣議決定・国会報告閣議決定・国会報告

厚生労働大臣厚生労働大臣
がん対策推進基本計画案の作成がん対策推進基本計画案の作成

都道府県都道府県

都道府県がん対策推進計画都道府県がん対策推進計画

がん医療の提供の状況等を
踏まえ策定

国国
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全ての患者・家族の安心

がん対策推進基本計画

がんによる死亡者の減少
（20%減）

全てのがん患者・家族の
苦痛の軽減・療養生活の質の向上

放射線療法・化学療法の推進、
これらを専門的に行う医師等の育成

治療の初期段階からの
緩和ケアの実施

がん登録の推進

がん医療
に関する
相談支援・
情報提供

医療機関の整備等

がんの
早期発見

が ん 研 究

すべての拠点病院で
「放射線療法・外来化学療法」

を実施

すべてのがん診療に携わる医師に
緩和ケアの基本的な研修を実施

院内がん登録を行う医療機関数の増加

すべての
２次医療圏に
相談支援センター
を設置し、研修を
修了した相談員
を配置

未成年者
の喫煙率
０％

受診率
５０％

がんの
予 防

原則、すべての２次医療圏に拠点病院を設置し、
５大がんの地域連携クリティカルパスを整備

重点的に取り組むべき事項
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平成２０年１２月１３日現在
１．都道府県がん対策計画策定状況
策定済 ４４自治体
未策定 ３自治体（滋賀県、奈良県、岡山県） →未策定の３県は、２０年度中に策定予定

２．国のがん対策推進基本計画を上回る目標を設置した主な事例
○がんによる死亡者の減少の目標・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４自治体
～国は１０年間でがんの年齢調整死亡率２０％削減～
①兵庫県（２５％削減）、②和歌山県（２５％削減）、 ③島根県（男性２６％ 削減：女性２０％削減）

④三重県（国の平均よりマイナス１０％以上）

○５年以内にすべての拠点病院で放射線療法及び外来化学療法を実施できる体制
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６自治体

①山形県、②石川県、③岐阜県、④山口県、⑤青森県は整備済、⑥兵庫県は１年以内に整備

○５年以内に少なくとも都道府県がん診療拠点連携病院及び特定機能病院において、放射線療法

部門及び化学療法部門を設置・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２自治体
①宮城県設置済、②富山県３年以内に設置

○がんの早期発見の目標・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４自治体
～国は５年間でがん検診の受診率の５０％以上～
①宮城県（７０％以上）、②山形県（胃がん、大腸がん、乳がん６０％以上）、
③兵庫県（大腸がん、乳がん６０％以上）、④新潟県（肺がん７０％以上、胃がん６０％以上）

都道府県がん対策推進計画の策定状況（概要）
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平成１９年のがん年齢調整死亡率（７５歳未満）について（概要）

○ 平成７年以降、がんの年齢調整死亡率（７５歳未満）は全国的に減少傾向に
あり、平成１９年についても、平成１７年より減少していた。

平成 ７年 １０８．４
平成１２年 １０２．６
平成１７年 ９２．４
平成１８年 ９０．０
平成１９年 ８８．５（平成１７年より４．２％の減少）

○ 平成１９年のがん年齢調整死亡率（７５歳未満）が低い上位５県は、以下の通り。

①長野県 ７２．７ ②大分県 ７８．５ ③岡山県 ７８．６
④熊本県 ７９．０ ⑤沖縄県 ７９．０

○ 平成１９年のがん年齢調整死亡率（７５歳未満）が高い上位５県は、以下の通り。

①青森県 １０３．７ ②佐賀県 １００．６ ③和歌山県 ９７．４
④大阪府 ９７．３ ⑤鳥取県 ９６．２

15

たばこ対策について
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「がん対策推進基本計画」(抜粋）

がんの予防〈目標〉

発がんリスクの低減を図るため、たばこ対策に
ついて、すべての国民が喫煙の及ぼす健康影
響について十分認識すること、適切な受動喫煙
防止対策を実施すること、未成年者の喫煙率を
３年以内に０％とすること、さらに、禁煙支援プ
ログラムの更なる普及を図りつつ、喫煙をやめ
たい人に対する禁煙支援を行っていくことを目
標とする。
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「健康日本２１」におけるたばこ対策の取組について

第22回厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会（H18.6.13）提出資料
18



がん検診について

19

がん検診の経緯について

年 度 経 緯

昭和５７年度 老人保健法に基づく健康診査として胃がん検診及び子宮がん検診の導入

昭和６２年度 子宮体部がん検診、肺がん検診及び乳がん検診の追加

平成 ４年度 大腸がん検診の追加

平成１０年度
がん検診に係る経費等の一般財源化。これに伴い、老人保健法に基づかな
い市町村事業として整理。

平成１６年度
乳がん検診及び子宮がん検診の実施方法及び対象年齢等の見直し

（マンモグラフィの導入等）

平成２０年度 健康増進法に基づく健康増進事業として整理（努力義務）

20



市町村のがん検診について

１ 概要

がん検診については、健康増進法第１９条の２に基づく健康増進事業として市町村が実施。
厚生労働省においては、「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」（平成２０
年３月３１日厚生労働省健康局長通知）を定め、市町村による科学的根拠に基づくがん検診を
推進。

２ 内容

種類 検 査 項 目 対象者 受診間隔

胃がん検診 問診及び胃部エックス線検査 ４０歳以上 年１回

子宮がん検診 問診、視診、子宮頚部の細胞診及び内診 ２０歳以上 ２年に１回

肺がん検診 問診、胸部エックス線検査及び喀痰細胞診 ４０歳以上 年１回

乳がん検診
問診、視診、触診及び乳房エックス線検査
（マンモグラフィ）

４０歳以上 ２年に１回

大腸がん検診 問診及び便潜血検査 ４０歳以上 年１回

※１ 子宮がん検診：有症状者は、まず医療機関の受診を勧奨。ただし、本人が同意する場合には、子宮頚部の細胞診に引き続
き子宮体部の細胞診を実施。
：平成１５年度まで、対象者は３０歳以上、受診間隔は年１回。

※２ 乳がん検診 ：平成１５年度まで、対象者は５０歳以上、受診間隔は年１回。 21

「がん対策推進基本計画」(抜粋）

がんの早期発見〈目標〉

がん検診の受診率について、欧米諸国に比べ
て低いことも踏まえ、効果的・効率的な受診間
隔や重点的に受診勧奨すべき対象者を考慮し
つつ、５年以内に５０％以上（乳がん検診、大腸
がん検診等）とすることを目標とする。

また、すべての市町村において、精度管理・
事業評価が実施されるとともに、科学的根拠に
基づくがん検診が実施されることを目標とする。
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「がん対策推進基本計画」(抜粋）
がん検診（取り組むべき施策 抜粋）

• 受診率の抜本的な向上を図るため、国民に対しがん予防行動の
必要性の理解及びがん検診についての普及啓発を図った上で
総合的な対策を推進する。

• 特に、受診対象者を正確に把握した上で、未受診者に対する普
及啓発や受診勧奨を行うなど、未受診者を無くすことに重点を置
いたより効率的ながん検診の推進を図る。

• また、企業やマスメディア等も巻き込んだ普及啓発に関する取組
など、都市部や町村部といった地域の特性に合わせたモデル的
な取組を評価・普及していく。

• 市町村によるもののほか、人間ドックや職域での受診を含め、実
質的な受診率を把握できるような手法の検討を行うなど、正確な
受診率を把握することに努める。

• 有効性の確認されたがん検診を実施するため、科学的根拠に基
づくがん検診の手法の評価を、定期的に行う体制を今後とも維
持する。また、精度管理・事業評価についても十分検討する。

23

がん検診の受診率
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（％）

出典：国民生活基礎調査（厚生労働省）

○ 胃がん、肺がん、乳がん、大腸がんは４０歳以上、子宮がんは２０歳以上を対象。
○ 健診等（健康診断、健康診査及び人間ドック）の中で受診したものも含む。



主な課題

①正確な受診率の把握（職域／市町村間の比較）

③受診率が上がらない原因の分析及びこれに応じた対応策
（効果的な普及啓発のあり方、国民運動）
（受診者におけるインセンティブの不足、利便性の向上）
（関係者の取組を促すための方策）
（市町村における財政上の問題）

②重点的に受診勧奨すべき対象者

④精度管理・事業評価の充実
（国、都道府県、市町村、検診実施機関の役割分担、連携）
（精度管理・事業評価の取組状況の把握、評価）
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がん検診 未受診の理由
最近，未受診の理由

28.8

17.3

16.9

15.9

15.4

11.6

10.3

7.6

5.2

4.6

4.5

1.3

5.5

7.7

0 5 10 15 20 25 30 35

たまたま受けていない

健康状態に自信があり、必要性を感じないから

心配な時はいつでも医療機関を受診できるから

時間がなかったから

面倒だから

まだそういう年齢ではない

毎年受ける必要性を感じないから

費用がかかり経済的にも負担になるから

結果が不安なため、受けたくないから

検査に伴う苦痛などに不安があるから

検診を知らなかったから

場所が遠いから

その他

特にない

(%)

がん検診を「２年以上前に受診」，「今ま
で受けたことはない」と答えた者に，複数
回答

総数（N=1,584人，M.T.=152.5%）

出典：がん対策に関する世論調査（内閣府大臣官房政府広報室調べ）
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最近，未受診の理由
（20～29歳）

25.5

18.2

6.1

16.4

15.2

49.1

9.7

12.1

1.8

3.6

15.2

2.4

1.2

2.4

0 10 20 30 40 50 60

たまたま受けていない

健康状態に自信があり、必要性を感じないから

心配な時はいつでも医療機関を受診できるから

時間がなかったから

面倒だから

まだそういう年齢ではない

毎年受ける必要性を感じないから

費用がかかり経済的にも負担になるから

結果が不安なため、受けたくないから

検査に伴う苦痛などに不安があるから

検診を知らなかったから

場所が遠いから

その他

特にない

(%)

がん検診を「２年以上前に受診」，「今ま
で受けたことはない」と答えた者に，複数
回答

総数（N=165人，M.T.=178.8%）

出典：がん対策に関する世論調査（内閣府大臣官房政府広報室調べ）

年齢階級別 がん検診 未受診の理由①
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最近，未受診の理由
（30～39歳）

34.2

13.9

10.7

23.5

14.9

27.4

9.6

12.1

5.3

6

6

1.8

2.5

1.8

0 5 10 15 20 25 30 35 40

たまたま受けていない

健康状態に自信があり、必要性を感じないから

心配な時はいつでも医療機関を受診できるから

時間がなかったから

面倒だから

まだそういう年齢ではない

毎年受ける必要性を感じないから

費用がかかり経済的にも負担になるから

結果が不安なため、受けたくないから

検査に伴う苦痛などに不安があるから

検診を知らなかったから

場所が遠いから

その他

特にない

(%)

がん検診を「２年以上前に受診」，「今ま
で受けたことはない」と答えた者に，複数
回答

総数（N=281人，M.T.=169.8%）

出典：がん対策に関する世論調査（内閣府大臣官房政府広報室調べ）

年齢階級別 がん検診 未受診の理由②
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年齢階級別 がん検診 未受診の理由③
最近，未受診の理由
（40～49歳）

33.2

12.1

15.1

26.7

15.5

5.6

10.3

10.8

3.9

5.2

5.2

0.9

3

7.3

0 5 10 15 20 25 30 35

たまたま受けていない

健康状態に自信があり、必要性を感じないから

心配な時はいつでも医療機関を受診できるから

時間がなかったから

面倒だから

まだそういう年齢ではない

毎年受ける必要性を感じないから

費用がかかり経済的にも負担になるから

結果が不安なため、受けたくないから

検査に伴う苦痛などに不安があるから

検診を知らなかったから

場所が遠いから

その他

特にない

(%)

がん検診を「２年以上前に受診」，「今ま
で受けたことはない」と答えた者に，複数
回答

総数（N=232人，M.T.=154.7%）

出典：がん対策に関する世論調査（内閣府大臣官房政府広報室調べ）
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年齢階級別 がん検診 未受診の理由④
最近，未受診の理由
（50～59歳）

33.1

17.4

17.1

15.7

18.4

1.3

9.4

6

6.4

6.4

2

1

4.7

8

0 5 10 15 20 25 30 35

たまたま受けていない

健康状態に自信があり、必要性を感じないから

心配な時はいつでも医療機関を受診できるから

時間がなかったから

面倒だから

まだそういう年齢ではない

毎年受ける必要性を感じないから

費用がかかり経済的にも負担になるから

結果が不安なため、受けたくないから

検査に伴う苦痛などに不安があるから

検診を知らなかったから

場所が遠いから

その他

特にない

(%)

がん検診を「２年以上前に受診」，「今ま
で受けたことはない」と答えた者に，複数
回答

総数（N=299人，M.T.=146.8%）

出典：がん対策に関する世論調査（内閣府大臣官房政府広報室調べ）
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最近，未受診の理由
（60～69歳）

25.8

19.8

18

11.7

16.2

2.1

11.4

4.2

5.7

3

2.4

0.6

10.2

10.8

0 5 10 15 20 25 30

たまたま受けていない

健康状態に自信があり、必要性を感じないから

心配な時はいつでも医療機関を受診できるから

時間がなかったから

面倒だから

まだそういう年齢ではない

毎年受ける必要性を感じないから

費用がかかり経済的にも負担になるから

結果が不安なため、受けたくないから

検査に伴う苦痛などに不安があるから

検診を知らなかったから

場所が遠いから

その他

特にない

(%)

がん検診を「２年以上前に受診」，「今ま
で受けたことはない」と答えた者に，複数
回答

総数（N=333人，M.T.=142.0%）

出典：がん対策に関する世論調査（内閣府大臣官房政府広報室調べ）

年齢階級別 がん検診 未受診の理由⑤
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最近，未受診の理由
（70歳以上）

20.4

21.5

29.6

4

11.7

0.7

10.9

3.3

6.2

3.3

1.1

1.5

8.4

13.1

0 5 10 15 20 25 30 35

たまたま受けていない

健康状態に自信があり、必要性を感じないから

心配な時はいつでも医療機関を受診できるから

時間がなかったから

面倒だから

まだそういう年齢ではない

毎年受ける必要性を感じないから

費用がかかり経済的にも負担になるから

結果が不安なため、受けたくないから

検査に伴う苦痛などに不安があるから

検診を知らなかったから

場所が遠いから

その他

特にない

(%)

がん検診を「２年以上前に受診」，「今まで
受けたことはない」と答えた者に，複数回
答

総数（N=274人，M.T.=135.8%）

出典：がん対策に関する世論調査（内閣府大臣官房政府広報室調べ）

年齢階級別 がん検診 未受診の理由⑥
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がん検診の受診場所

がん検診の受診場所

28.7

27.8

25.2

14.1

13.6

12.4

3.8

0.8

0 5 10 15 20 25 30 35

市区町村の集団検診（健診バスなど）

職場での集団検診
（健診バスなど）

かかりつけ医で勧められて受診

市区町村の案内で受けた個別検診
（医療機関を受診）

近所の病院などで自主的に人間ドックを受診

職場の案内で受けた個別検診
（医療機関を受診）

その他

わからない

(%)

一度でも何らかのがん検診を受診された
者に，複数回答

総数（N=1,253人，M.T.=126.5%）

出典：がん対策に関する世論調査（内閣府大臣官房政府広報室調べ）
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第3回 乳がんに関する2万人女性の意識調査
(1) 乳がんに関心がある女性は8割以上だが、いつでもかかる可能性が高い病
気であるという意識は低い。

(2) 乳がん検診未経験者の割合が半数を切り、特に自己検診を経験している女
性の割合が増えた。

(3) 検診を受けない理由の1位は「現在乳房に異常が見られないから」
(4) 「乳腺科・乳腺外科」の認知度が低く6割以上がどのようなところかを知らない。
(5) 乳がん検診にかかる費用と時間などに想像と現実とのギャップがある。
①乳がん検診を1度も受けたことがない人の検診のイメージ
‒ 「費用が負担になりそう」(マンモグラフィ 52.8%、エコー 48.5%)
‒ 「時間がかかりそう」(マンモグラフィ 21.4%、エコー 21.4%)
②実際に受診した人の感想
‒ 「費用が高かった」(マンモグラフィ 15.４%、エコー 9.6%)
‒ 「時間がかかった」(マンモグラフィ 11.8%、エコー 9.6%)

(6) 女性医師・スタッフの有無の情報が受診促進のカギ
(7) より乳がん検診を受けやすくするために、ライフスタイルにあった検診機会を
増やすことが重要

出典： gooリサーチ結果（平成19年10月19日）
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第４回 乳がんに関する2万人女性の意識調査
(1) 乳がん検診未経験者の割合は4年間で12.4%減少、40代以上のマンモグラフィ
受診率は約半数

(2) 乳がん経験者が、乳がんだとわかったきっかけの半数は「自己検診」

(3) 乳がん経験者が周りにいると回答した人は、誰もいない人より検診率が高い

(4) 乳がんを意識する必要のある世代だとわかっていても、異常がないと検診を
受けない
① 「日本人女性の20人に1人以上がかかる」、「30～64歳の女性がん患者の死亡原因
のトップである」という事実を認識している割合は、約2割。

②「乳がんの発症は30代から急激に増える」ことを知っているという回答は、52.3%、「マ
ンモグラフィだと、しこりとして触れないごく早期の乳がんを発見できる」ことを知って
いるという回答は、73.8%。

③乳がん検診を受けない理由の1位は、「現在しこりや症状に異常が見られないから」

(5) 20代/30代の市区町村での乳がん検診希望は7割以上

(6) 乳がん経験者の方が望む乳がんについての情報のトップは「乳腺専門医の
情報」、全体では「治療費」

出典： gooリサーチ結果（平成20年10月28日）
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市町村事業におけるがん検診受診率

がん検診の受診率は、以下のA）,B）,C）の３種類が存在することとなる。

都道府県の生活習慣病健診等管理指導協議会等においては、それぞれの
受診率の持つ意味合いを理解したうえで、がん検診事業を実施していくこ
とが必要。

A)市町村ががん検診台帳等をもとに算出した受診率

B)本委員会が提案する対象者（下記;①－②＋③－④）を分母にした受診率

①４０歳以上の市町村人口

②４０歳以上の就業者数

③農林水産業従事者

④要介護４・５の認定者

C）対人口受診率 （例：国民生活基礎調査等）

「がん検診事業の評価に関する委員会」報告書〈平成２０年３月〉〈抄〉
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医療機関の整備等について

37

「がん対策推進基本計画」における個別目標（抜粋）

医療機関の整備等

・原則として全国すべての２次医療圏におい
て、３年以内に、概ね１箇所程度がん診療
連携拠点病院を整備する。

・すべての拠点病院において、５年以内に、
５大がん（肺がん、胃がん、肝がん、大腸
がん、乳がん）に関する地域連携クリティ
カルパスを整備。
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がん診療連携拠点病院制度

都道府県

厚生労働省

協
力
・
支
援

国立がんセンター

がん対策情報センター

地域の医療機関等（病院、診療所（例．在宅療
養支援診療所）、かかりつけ医など）

＜拠点病院の役割＞

相談
支援

研修

●専門的ながん医療の提供等
（手術、放射線療法及び化学療法を効果的に組み合わせ
た集学的治療の実施や治療の初期段階からの緩和ケア
の実施等）

●地域のがん診療の連携協力体制の構築
（研修や診療支援、患者の受入・紹介等）

●がん患者に対する相談支援及び情報提供

都道府県がん診療連携拠点病院
相談支援センター

地域がん診療連携拠点病院

相談支援センター

地域がん診療連携拠点病院

相談支援センター

地域がん診療連携拠点病院

相談支援センター

診療
支援

研修

【都道府県がん診療連携協議会の設置】
・セカンドオピニオンを行う医療機関の一覧作成
・地域連携クリティカルパスの一覧作成・共有
・各種研修計画の作成 等

患者の
受入・紹介

※ 医師、看護師、薬剤師等
によるチーム医療の提供

４７都道府県（３５１カ所）H２０年４月現在
・都道府県がん診療連携拠点病院： ４７病院
・地域がん診療連携拠点病院 ：３０４病院

情報
提供

相談
支援 情報

提供

患者の
受入・紹介

診療
支援

39

医

療

機

能

がん治療 緩和ケア

がんの医療体制

○がん発症リスク低減
○ 検診受診率の向上

予 防

○手術、放射線療法及び化学療法を効果的に組み合わせた集学的治療の実施
○初期段階からの緩和ケア、緩和ケアチームによる専門的な緩和ケア
○身体症状、精神心理的問題の対応を含めた全人的な緩和ケア 等

※ さらに、がん診療連携拠点病院としては
院内がん登録、相談支援体制、地域連携支援 等

○○病院（がん診療連携拠点病院）

専門的ながん診療

○生活の場での療養の支援

○緩和ケアの実施

等

在宅療養支援

△△クリニック

○ 精密検査や確定診断等の実施
○診療ガイドラインに準じた診療
○初期段階からの緩和ケア

標準的ながん診療

□□病院、◆◆診療所

紹介・転院・退院時の連携

○専門治療後のフォローアップ
○ 疼痛等身体症状の緩和、精神心理的
問題 の対応 等

時間の流れ

発見

経過観察・合併症併発・再発時の連携

在宅等での生活

在宅療養支援
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がん医療に関する相談支援及び
情報提供について

41

「がん対策推進基本計画」における個別目標（抜粋）

がん医療に関する相談支援及び情報提供

・原則として全国すべての２次医療圏において、３
年以内に、相談支援センターを概ね１箇所整備。

・すべての相談支援センターにおいて、５年以内に
がん対策情報センターによる研修を修了した相談
員を配置。

・がんに関する情報を掲載したパンフレットの種類、及
び配布医療機関数を増加

・拠点病院における診療実績、専門的にがん診療を
行う医師及び臨床試験の実施状況に関する情報等
を更に充実。

42



がん対策情報センター

拠点病院

相談支援センター

相談支援センターの主な業務
●各がんの病態、標準的治療法等の情報提供、
●地域の医療機関・医療従事者の紹介、
●セカンドオピニオンの提示が可能な医師の紹介、
●地域における医療機関の連携事例の紹介

各がん診療連携拠点病院に設置
がん対策情報センターと繋がり、がんの治療法をはじめ、
がん医療に関する一般的な情報を把握するとともに、
地域の医療機関・医療従事者の情報を収集・把握し、
がん患者・家族の個別の状況にあわせた情報提供を行う。

拠点病院

拠点病院

相談支援センター
相談支援センター

相談支援センター

相談
情報提供
医療機関の紹介
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がん対策情報センターについて
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http://ganjoho.ncc.go.jp/public/index.html
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がんに関するパンフレット
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がん登録について

が ん 登 録 と は
がん登録は、
がんの罹患や転帰その他の状況を登録・把握し、分析する仕組み
であり、がん罹患数・罹患率、がん生存率、治療効果の把握など、
がん対策の基礎となるデータの把握のために必要なものである。

同一人物・同一腫瘍の判断

1腫瘍として登録

予後調査（生死確認）

受診

A病院

別の病院

も受診

がんの診断

院内がん登録へ登録

○○県地域がん登録

報告

報告

国立がんセンターがん対策情報センター
がん登録のデータを収集し、罹患率や５年生存率の全国値等を推計

＝がん登録の仕組み＝

B病院
がんの治療

院内がん登録へ登録

臓器がん登録事務局
（学会・研究会）

※院内がん登録未実施の病院においても、医師が地域がん登録や臓器がん登録に協力している場合がある。



•がん登録について知っているか聞いたところ、「知っている」とする者の割合が13.4％、
「知らなかった」と答えた者の割合が85.6％であった。

がん登録の認知度（内閣府世論調査）

がん登録の必要性
•国全体でがん登録が実施される必要があると思うか聞いたところ，「必要と思う」とする
者の割合が54.6％、「どちらともいえない」と答えた者の割合が26.9％、「必要と思わな
い」とする者の割合が13.5％であった。

2.8

10.5

1.1

85.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総　　数　（1 ,767人）

よく知っている 言葉だけは
知っている

わからない 知らなかった

知っている（小計） 13.4

28.2 26.3 26.9 5.0 6.2 7.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総　　数　（1 ,767人）

必要と思う どちらかといえば
必要と思う

どちらとも
言えない

わからない
どちらかと
いえば

必要ではない

必要では
ない

必要と思う（小計） 54.6

必要と思わない（小計） 13.5

がん登録の認知度

•がん診療連携拠点病院において、標準登録様式に基づく精度の高い院内が
ん登録（がん患者の診断・治療内容等のデータ登録）の実施、及び地域がん登
録への協力を義務化

•国立がんセンターにおいて、がん診療連携拠点病院のがん登録実務者に対
する研修を実施する等、がん診療連携拠点病院等に対する技術的支援を実施

がん登録の推進

がん登録の実務担当者の研修

院内がん登録データの収集・全国的な分析

院内がん登録の促進

•「院内がん登録」について標準登録項目・様式を定め、全国的な登録内容の標
準化を推進。
•「地域がん登録」について、標準的手法の確立に向けた調査研究を実施

登録項目・様式の標準化

•国立がんセンターにおいて、がん診療連携拠点病院の院内がん登録データを
収集し、全国的な傾向や課題などを分析。



がんに関する普及啓発懇談会
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がんに関する普及啓発懇談会について

懇談会開催の主旨

平成１９年６月に閣議決定された、がん対策推進基本
計画において、「がん患者を含めた国民の視点に立った
がん対策の実施」が基本方針の一つとして掲げられてい
るため、今後のがん対策を進めるにあたって、がん及び
がん医療に関する正しい理解の促進を図ることは、各施
策に共通する重要かつ必要不可欠な視点である。

本懇談会は、がんの病態、検診の重要性、がん登録、
緩和ケア等に対する正しい理解の普及・啓発のための
方策について検討するとともに、有効かつ的確な普及・
啓発事業を実施する会議として、厚生労働省健康局長
が開催するものである。

2652



がんに関する普及啓発懇談会委員

天野 慎介 ＮＰＯグループ・ネクサス理事長
衞藤 隆 東京大学大学院教育学研究科

健康教育学教授
兼坂 紀治 （社）日本広告業協会専務理事
塩見 知司 （財）日本対がん協会理事・事務局長
関谷亜矢子 日本テレビ元アナウンサー
永江美保子 アフラック営業教育部がん保険推進課長
○中川 恵一 東京大学医学部附属病院緩和ケア診療部長
山田 邦子 タレント
若尾 文彦 国立がんセンターがん対策情報センター

センター長補佐
○ 座長

2653

厚生労働省の平成２１年度予算
（概算要求）
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新規施策の企画立案過程（平成２１年度予算）

１．２月～４月（局内検討の時期）

• 平成２０年度予算の編成過程で積み残した事項の洗い出し
• 平成１９年度の検討会の報告書を受けた施策の検討
• 具体的な新規事業の内容、予算規模の検討
• 国立がんセンターからの要望に関する検討
• トップダウン的な事項の検討

２．５月～６月（省内検討の時期）

• 各都道府県、衛生部長会、保健所長会からの意見書の検討
• がん対策推進協議会からの意見聴取
• 省内の予算要求の基本方針の検討
• 大臣官房会計課との調整

３．７月～８月（概算要求の準備の時期）

• 大臣官房会計課との最終調整
• 財務省への概算要求書の提出、説明
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人事異動の前に方針は
ほぼ固まっている

15.1 18.3 19.8 19.9
33.2 39.1 35.8 54.1

91.5

143.8
160.9

212.0
236.0

262.0

0

50

100

150

200

250

300

Ｓ59’ Ｓ62’ Ｈ２’ Ｈ５’ Ｈ６’ Ｈ９’ Ｈ12’ Ｈ15’ Ｈ16’ Ｈ17’ Ｈ18’ Ｈ19’ Ｈ20’ H21'

厚生労働省（旧厚生省）

対がん10カ年総合戦略（Ｓ59年度～Ｈ5年度） がん克服新10か年戦略（Ｈ6年度～15年度） 第３次対がん10か年総合戦略（Ｈ16年度～25年度）

（単位：億円）
がん対策予算額の推移について

※平成１８年度は１６０．９億円に加え、補正予算に１５億円を計上。

がん予防・早期発見の推進
とがん医療水準均てん化の
促進

〈90億円〉

放射線療法及び化学療法の
推進並びにこれらを専門的
に行う医師等の育成

〈63億円〉

・がん専門医等がん医療専門
スタッフの育成

314百万円

・がん診療連携拠点病院機能
強化事業

5,406百万円

・がん専門医臨床研修モデル
事業

511百万円

・国際共同治験及び新薬の早
期承認等の推進

52百万円

○平成２１年度予算概算要求の主な事業について○平成２１年度予算概算要求の主な事業について

・がんに関する普及啓発推進事業
169百万円

・肝炎等克服緊急対策研究費
2,500百万円

・都道府県がん検診受診率向上対策
事業 180百万円

・がん検診受診率向上企業連携推進
事業 91百万円

・女性の健康支援対策事業
150百万円

・乳がん用マンモコイル緊急整備
事業 866百万円

・がん対策情報センター経費
1,809百万円

がんの在宅療養・緩和ケア
の充実

〈6億円〉

がんに関する研究の推進

〈103億円〉

・第３次対がん総合戦略研究経費
6,584百万円

・がん研究助成金
2,213百万円

・地球規模保健課題推進研究経費
432百万円

・国立がんセンター臨床開発セン
ター経費 986百万円

・インターネットを活用した専
門医の育成

101百万円

・がん医療に携わる医師に対す
る緩和ケア研修

300百万円

・がん医療に携わる医師に対す
るコミュニケーション技術研
修

32百万円

・医療用麻薬適正使用推進事業
24百万円

・在宅ホスピスケア研修等経費
56百万円

・在宅緩和ケア対策推進事業
79百万円

がん登録の推進

〈32百万円〉

・院内がん登録の推進
15百万円

・がん登録の実施に関する調査
・精度管理、指導の実施

17百万円

要求



がん診療連携拠点病院の整備の推進

がん診療連携拠点病院機能強化事業

３１億円 ５４億円

（１施設当たり単価）

都道府県がん診療連携拠点病院 20,000千円→ 28,000千円
地域がん診療連携拠点病院 13,000千円→ 22,000千円

○がん医療水準の均図る目的から、がん医療従事者への研修、が
ん患者等への相談支援等を実施する拠点病院機能の強化

（増額の内訳）

①がん登録実務者の増員（１人→２人）及び常勤化

②国立がんセンターで実施される上級研修参加旅費の補助
57

平成２１年度概算要求平成２１年度概算要求

育成プログラム
医療現場の状況を踏まえた実践的な内容

等
① ○○育成コース
② □□スキルアップメニュー
③ 専門性強化プラン 等

若手医師

検討・作成（放射線療法・化学療法・病理医などに重点をおく）

１０通り

がん専門医臨床研修モデル事業がん専門医臨床研修モデル事業

拠点病院指定要件の改正（平成20年3月改正）

プログラムに沿った育成

都道府県がん診療連携拠点病院
１０か所（大学病院を除く）
※がん診療連携拠点病院における先導的役割

がん診療連携拠点病院

都道府県がん診療連携拠点病院
地域がん診療連携拠点病院

実施（平成２２年度）

・プログラムの検討
・育成受入の募集（広報）
・試験的実施

募集等

有識者による検証

拠点病院への指導・反映

育成プログラム実施
（希望者の受入）

実施による成果

モデル事業の成果検証

次期がん対策推進基本
計画や拠点病院の整備
指針などへの反映

次期がん対策推進基本計画

新拠点病院整備指針

など

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度～

プログラムの検討

育成受入の募集

試験的実施（プログラ
ムの検証）

平成２１年度新規事業として概算要求しているもの平成２１年度新規事業として概算要求しているもの
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がん検診に関連する平成２１年度予算概算要求について 約２０．２億円（約１８.３億円）

○女性の健康支援対策事業費 １．５億円
○都道府県がん検診受診率向上対策事業 １．８億円
○エリア集中型がん検診受診促進モデル事業 １．０億円
○がん検診受診率向上企業連携推進事業 約０．９億円
○がん検診受診向上指導事業 約１．１億円
○マンモグラフィ検診従事者研修事業 約１．６億円
○マンモグラフィ検診精度向上事業 約３．５億円
○乳がん用マンモコイル緊急整備事業 約８．７億円

平成１９年度

※ このほか、がん対策推進特別事業（平成2１年度予算概算要求 13.3億円（緩和ケア研修部分を除く））においても、

がん検診に関連する事業の補助が可能となっている。

がん対策推進基本計画に基づく国の主な取組（がんの早期発見部分抜粋）

がん検診受診率５０％に向
けた取組の検討

平成２０年度 平成２２年度平成２１年度 平成２３年度個別目標

・効果的・効率的な受
診間隔や重点的に受
診勧奨すべき対象者
を考慮しつつ、５年以
内に、５０％以上とす
る
・すべての市町村に
おいて、精度管理・事
業評価を実施
・科学的根拠に基
づくがん検診の実施

国・自治体・企業・
検診機関、患者団
体等が一体となっ
たがん検診受診率
向上に向けた広報
を全国的展開

今後の我が
国における
がん検診事
業評価の在
り方を検討

がん予防重点
健康教育及び
がん検診実施
のための指針
等を策定

精度管理・事業評価を実施

がん検診の受診率向上への取り組み

企業連携推進事業

厚生労働省

①企業連携の全体管理、全体戦略の策定、連携事業の進捗状況の把握
②企業連携企業の職種、同種企業の波及効果、関連企業への影響力、

職員数、がん対策に対する意識度の調査
③企業の性質にあわせた連携案の企画立案、提示、調整等
④公式Webにおける優良企業の活動状況の紹介
⑤ピンクリボン等の関係団体との連絡調整 等

潜在企業

連携企業候補

テレビ、新聞、ISP/ ポー
タル、PR型企業、生命保
険企業、製薬企業、検診
機器企業、イメージ向上
を見込む顧客接点の多い
企業、連携に積極的な業
界・リーディング企業

①連携企業候補から有力企
業を調査の上、５０社選定

②企業部門で連携を打診後、
企業から賛同を得る

③企業の性質にあわせた、
連携内容の案を提示、がん
対策の基本情報の提供

④他社との調整など連携実
施の支援及び実施後の効
果測定

がん対策協力
企業の誘発

企業独自のがん検診受診率
向上のため活動を実施

企業への連携案、企
業連携の可能性等の
プレゼンをもとに実
施本部を設置、がん
対策の情報の提供、
指導

受診率５０％
以上

実施本部
（株式会社、NPO法人）

平成２１年度新規事業として概算要求しているもの平成２１年度新規事業として概算要求しているもの
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住民住民 住民 住民

銀行、販売店などの窓口

都道府県

がん検診受診率向上

銀行、販売店などの窓口

住民 住民 住民

モデル事業の実施

Ａ企業 Ｂ企業

県内他企業

都道府県がん対策推進計画

追随実施

都道府県がん検診受診率向上対策事業

周知・紹介

策定

がん検診の必要性など

試行的普及啓発 試行的普及啓発
がん検診の必要性など

平成２１年度事業として概算要求しているもの平成２１年度事業として概算要求しているもの
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都道府県内に所在する企業を選定
（条件例）
①職員（社員）及びその家族の検診受
診率が高い

②社内努力（受診率の目標の設定及び
向上計画の策定等）を行っている

③啓発機会が多い（来客窓口がある）

人が集まる場所などにおいて
試行的な普及啓発を実施

Ａ市

Ｂ市

Ｃ市

受診対象者の意識向上
都道府県計画の推進

スーパーなど

レジャー施設

ビジネス街

エリア集中型がん検診受診促進モデル事業

１５％ → ３０％

２０％ → ２５％

３０％ → ４０％

がん検診受診率

平成２１年度新規事業として概算要求しているもの平成２１年度新規事業として概算要求しているもの
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かかりつけ医
（一般病院）

患者
（がん検診受診対象者）

がん対策情報センター

がん検診による早期発見がもたらす効果
かかりつけ医であればこそ気がつく異変
かかりつけ医ならではの受診勧奨 等

安心
信頼

がん検診受診

関係する団体

連携

通院

指導教育

情報センターの集積データを活用したがん検診の有効性

専門家の的意見の反映 など

がん検診に関する委員会
連携効果

理解
納得

早期発見

早期治療

健康状態の
把握・管理

がん検診受診向上指導事業

指導要綱による支援
（受診勧奨のノウハウ）

■分かりやすい説明及び参考資料提供

平成２１年度新規事業として概算要求しているもの平成２１年度新規事業として概算要求しているもの

注：がん対策情報センター経費の一環として要求中 63

国立がんセンター

市町村

都道府県

精度管理の実施

事業評価の結果に基づく精度管理業務
への技術的支援（個別サポート含む）

事業評価の結果に基づく精度管理業務
への技術的支援（個別サポート含む）

・ 事業評価

・ 指導 など

科学的視点からの適切な分析方法・総合評価

評価におけるポイントの提示 など

がん検診精度管理向上支援事業（仮称）

厚生労働省

技術支援

指針の提示

データ提供

報告（相対的な評価結果を含む）

「年齢階級別」等の層別化
した集計データ等の提供

報告書等指標を踏まえた精度管理の自己評価

平成２１年度新規事業として概算要求しているもの平成２１年度新規事業として概算要求しているもの
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～がん対策推進基本計画の目指すもの～

がん患者を含めた国民が、

進行・再発といった様々ながんの病態に
応じて、安心・納得できるがん医療を受

けられるようにするなど、

「がんを知り、がんと向き合い、がんに負
けることのない社会」

の実現を目指す。

御清聴ありがとうございました。



ご静聴ありがとうございました。


